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母集団数 報告を求める者の数

107,821 6,500
水力発電施設、ずい道等新設事業 3 3

道路新設事業 296 114
舗装工事業 2,171 284

鉄道又は軌道新設事業 9 9
建築事業 54,556 1,327

機械装置の組立て又は据付けの事業 3,835 2,484
その他の建設事業 26,419 631

既設建築物設備工事業 20,437 1,648

客体数（単独有期事業＋一括有期事業）計 9,500

労務費率は業種別に１％単位で設定していることから、各業種の労務費率の目標精度を１％ポ
イントとして、下記の方法により必要な標本数を計算した。
報告を求める者の数の計算にあたっては、前回調査の回収率を基に、約52％の回収率を見込ん
でいる（母集団は、労働保険適用台帳）。

Cは、目標精度/現行労務費率
N,nは、それぞれ母集団数、客体数
Cx,Cyは、それぞれ賃金総額及び請負金額の変動係数
ρxyは、賃金総額及び請負金額の相関係数

一括有期事業

建設事業（一括有期事業）計

𝐶𝐶2 > (
1
𝑛𝑛 −

1
𝑁𝑁)(𝐶𝐶𝑥𝑥2 + 𝐶𝐶𝑦𝑦2 − 2𝜌𝜌𝑥𝑥𝑥𝑥𝐶𝐶𝑥𝑥𝐶𝐶𝑦𝑦)
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令和２年労務費率調査 調査事項一覧 

 

 

・法人番号 

・工事の名称 

・工事期間（開始年月及び終了年月） 

・事業の種類 

・確定保険料額（労災保険に係る額）の算出方法 

・支払賃金総額 

・請負代金の額 

・請負代金に含まれていない支給材の価格又は機械器具等の損料に相当する価

格 

・請負代金に含まれている機械装置の価額 
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令和２年労務費率調査の推計方法について 

 

 

令和２年労務費率調査では、下記のとおり集計・推計を行った。 

 

・復元倍率 

  事業の種類の別及び単独・一括の別並びに請負金額規模の別の各区分（抽出層区分）

において、母集団数を有効回答数で除して復元倍率としている。 

・単純平均 

  請負金額に占める賃金総額の割合について、復元倍率による加重平均値。 

・加重平均 

  請負金額に占める賃金総額の割合について、復元倍率及び請負金額による加重平均値。 

・第１・四分位数、中位数、第３・四分位数 

  請負金額に占める賃金総額の割合について、復元倍率で重み付けした分位数。 
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